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1. 大気汚染・水質汚濁および土壌汚染

2. 地盤沈下地域と地下水の汲み上げ量.

お も な 地 盤 沈 下 地 域

3. 公共土木施設の災害復旧額

1．大気汚染・水質汚濁および土壌汚染

3．公共土木施設の災害復旧額

わが国は狭い国土に高密度の経済活動を営んできた。それにともなって

発生した環境汚染は、その防止対策の不十分さのため今日重大な社会問題

となっている。環境行政は最近になって体系化が進み、各種の汚染規制を

強化しはじめた。その結果、一部に環境汚染の改善が見られるようになっ

たが、依然として環境汚染に関する種々の問題が残されている。

環境汚染には、大気汚染、水質汚濁、土壌汚染などがあるが、汚染ある

いは汚濁の指標はいろいろあって、その種類によって調査あるいは観測態

勢と規制の基準が違ってくる。

二酸化硫黄は、石油とくに重油の燃焼によって発生する。重油使用量は

毎年増加しているが、低硫黄原油の確保、脱硫技術の導入などの対策によ

って、二酸化硫黄濃度は、1968年以降減少している。1973年3月現在、二

酸化硫黄濃度の常時監視測定局が全国で1,071局ある。また窒素酸化物、オ

キシダント、一酸化炭素、浮遊粉塵、降下煤塵などの監視測定網も整備さ

れつつある。

大都市内の河川、湖沼と沿岸海域で水質の汚濁が目立ち、とくに大都市

内の中小河川の汚濁がいちじるしい。1973年に河川で2,180地点のBOD

が、湖沼と海域でそれぞれ220地点、1,020地点のCODが測定された。

重金属による農用地の汚染は、局地的であるけれどもいくつかの地域に

みられる。1970年に農用地の土壌の汚染防止等に関する法律が制定され政

令で1971年に特定有害物質としてカドミウムとその化合物、銅とその化合

物を指定し、国または都道府県が農用地の汚染の防止と除去などを行って

いる。1975年には砒素も特定有害物質に指定された。

〔凡例と作図の要点〕

この図の大気汚染の指標は全国的に観測地点の多い二酸化硫黄濃度とし

た。また水質汚濁の指標は、河川については BOD、湖沼、海域については

CODとした。

pphm：1億分率を表わす

ppm：百万分率を表わす

BOD：好気性バクテリアが水中の有機物を酸化分解するために必要な酸

素の量。水が汚れていると有機物も多く、したがって分解に必要な酸素量

も多くなる。自浄の限界は5ppmといわれる。

COD：水中の有機物などを酸化剤で酸化するのに必要な酸素の量。水が汚

れていると CODも多くなる。

〔資料〕

1.環境庁，昭和49年版日本の大気汚染状況

2.環境庁，1975年版全国公共用水域水質年鑑

3.環境庁，昭和50年版環境白書

〔資料〕

1．厚生省，昭和43年度～昭和47年度水道統計

2．通商産業省，昭和43年～昭和47年工業統計表 用地・用水編

3．環境庁，昭和50年版環境白書

4．国土地理院および都道府県資料

第2次世界大戦の被災によって工場が操業を縮少したため、地下水の汲み

上げ量が減少し、地盤沈下が一時停止した。1955年頃から再び地盤沈下量

と地盤沈下地域が増大し、地方都市や農村地域に波及していった。

地盤沈下現象のおもな原因は、地下水の過剰揚水によって起される地盤

の圧密収縮である。したがって地下水の豊富な砂礫層などの軟弱地層の厚

い沖積平野で地盤沈下が起り易い。また最近では、地下の深い層から地下

水を汲み上げているので更新統以下の地層が収縮するようになった。

地下水はおもに工業用水、上水道用水、ビルのための雑用水(冷房用など)

として汲み上げられている。そのほかに新潟周辺や千葉県九十九里などの

天然ガス採取にともなう地下水の汲み上げ、佐賀県白石町周辺の農業用水

の汲み上げがあり、これらの地下水汲み上げは同時に地盤沈下をひき起す

大きな原因となっている。

地盤沈下地域は、建築物の破損や用排水路の機能低下などを起し、高潮

や洪水による浸水を受け易くなる。地盤沈下対策は防潮堤の建設や盛土に

よる地盤の嵩上げなどのほか、地盤沈下を停止させるために各種の地下水

揚水規制が行なわれている。

〔凡例と作図の要点〕

地下水の汲み上げ量は、上水道用と工業用として5年間に汲み上げられ

た量を工業統計表と水道統計から集計した。集計のための地域区分は工業統

計表の工業地区別にもとづいた。したがって地盤沈下の原因となった地下

水の汲み上げ量そのものを表わしているわけではないが、この関係につい

て一応の目安になると考えた。

地盤沈下地域の分布は環境白書によった。

等沈下量線は、国土地理院と都道府県のおこなった水準測量の成果を用

いて作図した。

暴風、洪水、高潮、地震、地すべりなどの異常な天然現象のもたらす災

害にたいし、わが国は災害対策基本法(昭和36年法律第223号)などによ

って、国、都道府県、または市町村などが復旧事業を行なうことを義務づ

けている。その費用は、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法(昭和26

年法律第97号)などで定めている。

公共土木施設は、河川、海岸、砂防設備、道路、港湾、漁港などと、そ

れらに付随する工作物などで、農林省、運輸省、建設省の3省にまたがる所

管となっている。

異常な天然現象のもたらす災害の規模、回数は、年によって違うため、公

共土木施設の災害復旧額は毎年同じではないが、1972年3990億円、このう

ち建設省所管3802億円、農林省所管126億円、運輸省所管62億円である。

1963～1972年の間の災害復旧額を原因別にみると、風浪は冬の季節風の

卓越する日本海側の各県に、融雪は北海道から福井県までの日本海側の各

県に、豪雨、台風は関東以南の太平洋側の各県に、地震は新潟地震（1964

年）と十勝沖地震(1968年)の影響で、新潟県、青森県に多くなっている。

〔凡例と作図の要点〕

異常な天然現象によって受ける被害は、非常に膨大な額と思われるが、

民間資産なども含めた被害額の年次統計は作成されていないので総額をつ

かみきれない。公共土木施設の災害復旧額は、被害額全体を表わすもので

はないが、その災害の地域的傾向を表わす指標となるものと考えられる。

〔資料〕

1．建設省，昭和39年～昭和48年災害統計

2．地盤沈下地域と地下水の汲み上げ量.

おもな地盤沈下地域

1975年2月現在、わが国の地盤沈下地域は、31都道府県、40地域、6,680

km2にひろがり、そのうち標高0m以下のいわゆる0m地帯は1,168km2

である。

地盤沈下は、東京、大阪などですでに明治時代（1900年頃)から始まっ

ていたとみられるが、昭和初期（1930年頃）から沈下量が急速に増大し、

高潮などの被害を受けて大きな社会問題として注目されるようになった。

大気中の二酸化硫黄濃度

(1975)

二酸化硫黄の測定局数

全国の地盤沈下地域の状況 (1975)

代表的な地点の地盤沈下量

公共土木施設の災害復旧事業費の推移

都道府県 地 域 名
沈下地域
の面積

水準点の累積沈下量の最大値

（mm） （mm）（km2）（km2） 観測期間

0m地帯
の面積

年間沈下量
の最大値
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〃

〃

九 十 九 里 浜

平 塚

越 後 平 野

長 岡

高 田 平 野

富山・砺波平野

七 尾

金 沢 平 野

福 井 平 野

甲 府 盆 地

岳 南

静 岡・清 水

濃 尾 平 野

〃

〃

豊 橋

京 都 盆 地

阪 神

〃

豊 岡 盆 地

姫 路

鳥 取 平 野

岡 山 平 野

広 島 平 野

徳 島 平 野

高 松

伊 予 三 島

高 知 平 野

筑 紫 平 野

熊 本 平 野
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東京都江東区

大阪市此花区

新潟市関屋

名古屋市港区

佐賀県白石町大井

国庫負担

国庫負担

国庫負担

都道府県事業

市町村事業

国の事業



22.1

(1973)

1:4,000,000
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大気中の二酸化硫黄(SO2)濃度
(単位はpphm,100pphm＝1ppm)

土壌中の銅の含有量が125ppm以上の地域

収穫した米に含まれるカドミウムの含有量
が1ppm以上の地域

大気汚染および水質汚濁については1973年度の年間平均値

土壌については1974.3.現在

1ppm未満

1ppm以上 2ppm未満

2ppm以上 3ppm未満

3ppm以上 5ppm未満

5ppm以上 8ppm未満

8ppm以上

大気汚染・水質汚濁および土壌汚染

大気汚染・水質汚濁および土壌汚染

大気汚染

水質汚濁
河川については生物化学的酸素要求量(BOD)
湖沼・海については化学的酸素要求量(COD)

河川 湖沼・海

観測資料のない河川・湖沼

土壌汚染



22.2

1:500,000

1:8,000,000
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東京周辺

大阪周辺

佐賀周辺

1968～1973の5年間等沈下量線

名古屋周辺

地盤沈下地域と地下水の汲み上げ量.おもな地盤沈下地域

お も な 地 盤 沈 下 地 域

地形分類

山地・丘陵

台地・段丘

高燥な低地

低湿な低地および盛土地

等高線

（単位は㎝）

新潟周辺

上越周辺

地盤沈下地域と

地下水の汲み上げ量

地盤沈下地域

同小規模なもの

1968～1972年の地下水汲み上げ量
(上水道および工業用)

100万トン未満

100万トン以上 500万トン未満

500万トン以上 2,000万トン未満

2,000万トン以上 1億トン未満

1億トン以上 5億トン未満

5億トン以上 20億トン未満

20億トン以上

地下水の汲み上げ量集計地域

都道府県界



22.3

(1963～1972)

1:4,000,000
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1963～1972の10年間の合計とし、工事費は1972年を基準とする
物価指数で換算したものとする

沖縄県は1972年の1年間の統計

公共土木施設の災害復旧額

公共土木施設の災害復旧額

災害復旧事業の件数

災害復旧事業に要した工事費

災害の原因

風浪

融雪

豪雨

台風

地震

地すべり

その他
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